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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 会社設立第１期である平成16年９月期は、平成16年３月30日から平成16年９月30日までとしている。 

２ 第２期である平成17年３月期は、平成16年10月１日から平成17年３月31日までとしている。 

３ 第３期中から中間連結財務諸表を作成している。 

４ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

回次 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成16年 
３月30日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成16年 
10月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 34,372 34,788 35,167 

経常利益 （百万円） 1,834 1,860 2,124 

中間（当期）純利益 （百万円） 774 1,019 1,505 

純資産額 （百万円） 40,173 39,888 40,136 

総資産額 （百万円） 65,266 70,292 66,239 

１株当たり純資産額 （円） 175.07 172.72 174.47 

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） 3.37 4.35 6.05 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益
金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 61.55 56.74 60.59 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,736 936 361 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,854 △885 △1,371 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △632 1,251 △4,610 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 （百万円） 14,511 19,883 14,263 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 
2,003 
(1,175) 

2,024 
(1,139) 

1,968 
(1,136) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 会社設立第１期である平成16年９月期は、平成16年３月30日から平成16年９月30日までとしている。 

２ 第２期である平成17年３月期は、平成16年10月１日から平成17年３月31日までとしている。 

３ 第３期中から中間財務諸表を作成している。 

４ 営業収益には、消費税等は含まれていない。 

５ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

回次 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成16年 
３月30日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成16年 
10月１日 

至 平成17年 
３月31日 

営業収益 （百万円） 1,206 1,796 1,338 

経常利益 （百万円） 734 1,405 891 

中間（当期）純利益 （百万円） 705 1,395 867 

資本金 （百万円） 3,000 3,000 3,000 

発行済株式総数 （千株） 239,487 239,487 239,487 

純資産額 （百万円） 41,421 44,035 41,325 

総資産額 （百万円） 60,269 44,158 58,088 

１株当たり中間（年間）配当額 （円） 2.50 2.50 2.50 

自己資本比率 （％） 68.72 99.72 71.14 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 
42 
(4) 

27 
(3) 

36 
(4) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

 なお、「会計処理の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、不動産賃貸の収益及び費用の計上方法を営

業外収益及び営業外費用に計上する方法から、売上高及び売上原価として計上する方法に変更しております。なお、

不動産賃貸事業についてはフランスベッド㈱、フランスベッドメディカルサービス㈱及び東京ベッド㈱がその事業を

おこない、事業の種類別セグメントは「その他事業」に含めております。 

 また、当社は、日本国内における家具の市場競争力の強化と海外の家具市場への進出を目的に、平成17年５月３日

をもって、他企業３社との共同出資により、タイに子会社（現地法人）France bed International（Thailand）

Co.,Ltd．を設立いたしました。当子会社は、タイのメーカーに生産委託した家具類を、フランスベッド㈱及びフラ

ンスベッド㈱が取引する海外の企業に輸出しております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、上記「２ 事業の内容」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、フランスベッド㈱、フランスベッドメ

ディカルサービス㈱及び東京ベッド㈱が新たに「その他事業」をおこなっております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数である。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数である。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数である。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数である。 

３ 当社従業員は主にフランスベッド㈱及びフランスベッドメディカルサービス㈱からの出向者である。 

(3）労働組合の状況 

 当社の従業員は主にフランスベッド㈱及びフランスベッドメディカルサービス㈱からの出向者であるため労働組

合は組織されておりません。また、子会社につきましては一部の子会社を除き労働組合が組織されております。 

 なお、労使関係について特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

家具インテリア事業 1,143（ 438） 

介護福祉用具事業 752（ 369） 

その他事業 66（ 364） 

全社（共通） 42（  4） 

合計 2,003（1,175） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 42（  4） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や海外情勢への懸念から先行きに不透明感が残るも

のの、企業収益の改善や設備投資の増加など、踊り場から脱する動きが見られ、緩やかに回復してまいりました。

 このような状況のもと、各事業におきましては、それぞれの特性と環境に応じた活動を展開し、当社グループに

おける当中間連結会計期間の売上高は34,372百万円、営業利益は1,755百万円、経常利益は1,834百万円となり、中

間純利益は774百万円となりました。なお、当中間連結会計期間におきましては特別損失に固定資産の減損損失834

百万円を計上いたしております。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（家具インテリア事業） 

 家具業界の経営環境は、大手百貨店における高級インテリア商品売り場が拡充されるなど、一部には回復の兆

しが見られるものの、大手家具販売店においては輸入家具の販売が定着するなど、国内メーカーにとっては依然

として厳しい状況が続いております。 

 このような状況のもと、売上高の拡大を図るために商品施策、営業施策に新たな展開を図ってまいりました。

 商品施策につきましては、ベッド周辺家具や寝装品のアイテムを充実し、トータルコーディネートが可能な商

品の提案をおこなうことにより顧客単価の引き上げを図ってまいりました。また、新素材を使用した「こんにゃ

くマットレス」など他社との差別化を図った商品の開発と販売に取り組んでまいりました。 

 営業施策につきましては、フランスベッド㈱工場内に設置した常設展示場「プレゼンテーションスタジオ」で

の販売手法が成果をあげてきていることから、当中間連結会計期間においては、「プレゼンテーションスタジ

オ」と同様の企画趣旨のもと、札幌市、大阪市、福岡市の３ヶ所に「ショールーム」を開設し、大都市圏での販

売拡大を図ってまいりました。 

 また、海外の市場に進出するために、欧米において日本の伝統的な和の様式が注目されていることから、和の

様式を現代風にデザインした家具「ＴＯＫＩ」シリーズをイタリア、ドイツ及びスペインの展示会に出展し、海

外での販路の開拓に取り組んでまいりました。 

 一方、収益の面では、人件費の削減や催事販売の効率化による経費の削減などに取り組んでまいりました。 

 以上の結果、家具インテリア事業の売上高は17,493百万円、営業利益は32百万円となりました。 

（介護福祉用具事業） 

 平成18年４月から施行される介護保険制度改革関連法案を先取りするかたちで、平成16年春から始まった全国

各地の市区町村による介護保険の抑制的な使用を旨とする指導などにより、福祉用具貸与給付費の伸び率の鈍化

が顕在化しております。 

 この影響が、介護福祉用具事業では、フランスベッドメディカルサービス㈱の代理店に対する商品売上高の伸

び率鈍化に最も顕著に現れております。これは、将来に対する事業の不確実性の増大から、代理店が自社で福祉

用具を買い入れ、要介護者の方に貸与する方法ではなく、所謂「レンタル卸」で福祉用具を調達し要介護者の方

に貸与する方法を選択しているためと推量されます。このほかにも直接要介護者の方への福祉用具貸与によるレ

ンタル料収入なども伸び率が鈍化いたしております。 

 こうした動向に対処するため商品におきましては、軽介護度利用者向け１モーター上下昇降機能ベッド、電動

介護ベッド「スーパーショートサイズ」、挟まり検知機能つき電動介護ベッド「ＤＡＰＳ」など商品の多様化を

継続推進いたしております。 

 平成17年７月には大阪にて代理店向け仕入商談会を開催し、商品販売に注力いたしました。ケアマネジャーの

追加採用と居宅介護支援事業者の認定取得拠点を増やしたほか、福祉用具貸与事業拠点として四国中央営業所を

開設いたしました。 

 リフォーム事業においては、営業・業務担当者の研修を強化したほか、当社グループの木工技術を生かした手

すり部材等の販売を開始するなどして、すべての営業拠点で売上の追加的柱とするよう推進いたしました。この

ような施策を通じて既存の介護保険関連収入の強化を図りました。 

 デイサービス事業においては、平成17年５月に長野市内にデイサービスセンター「長野健康・福祉プラザ」を

開設し、デイサービス関連収入の計上を開始できたほか、豊田市及び枚方市においてもデイサービスセンターの

建設を着工いたしました。そのほか、大阪市の紙おむつ給付事業をはじめとした紙おむつ宅配事業の開始及び健

康食宅配事業やインターネットの通販事業「福袋ショップ」サイトの本格稼動、新商品においてはダ二防止仕様

マット等の寝具「ミクロクリーン」、家具調介護ベッド「エゼックス」などを投入いたしました。 

 以上の結果、介護福祉用具事業の売上高は13,148百万円、営業利益は1,385百万円となりました。 



（その他事業） 

 個別訪問販売事業については、当中間連結会計期間において、未開拓の販売エリアに８ヶ所（仙台市、松本

市、福山市、光市、須崎市、福岡市、大分市、牛深市）の店舗型訪問販売拠点を開設いたしました。併せて、既

存の店舗型訪問販売拠点についても、それぞれの拠点の地域特性に合わせて、展示スペースの拡充やピロー・シ

ョップの展開などの展示形態の見直しをおこなうとともに、不採算の拠点５ヶ所を閉鎖いたしました。 

 一方、日用品雑貨販売事業については、テナント店舗のスクラップ・アンド・ビルドをおこない、収益改善を

図りました。当中間連結会計期間においては、ＮＳ小倉店（北九州市）、高崎店（高崎市）、ダイエー泉店（仙

台市）の退店と、前沢店（岩手県前沢町）、行橋店（行橋市）、坂出店（坂出市）の開店をおこないました。 

 なお、「会計処理の変更」に記載のとおり、不動産賃貸の収益及び費用については、従来は営業外収益及び営

業外費用としておりましたが、今後不動産賃貸収入の増加が見込まれるため、定款変更の手続きを経て、その他

事業の売上高及び売上原価に変更いたしました。（当事業に与える影響は「セグメント情報」に記載しておりま

す。） 

 以上の結果、その他事業の売上高は3,730百万円、営業利益は239百万円となりました。 

 なお、上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 また、当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析はおこなって

おりません。（以下「(2）キャッシュ・フロー」においても同じ。） 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）が期首に比

べて248百万円増加して14,511百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、2,736百万円の資金の増加となりまし

た。これは、税金等調整前中間純利益1,427百万円と資金流出を伴わない減価償却費934百万円や減損損失834百

万円、さらには売上債権の減少額1,076百万円などにより資金が増加し、法人税等の支払い453百万円やファクタ

リング未払金の減少額736百万円などにより資金が減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、1,854百万円の資金の減少となりまし

た。これは主に、投資有価証券の売却により649百万円資金が増加したものの、レンタル賃貸資産や新規事業に

対する拠点整備のための有形固定資産を取得するために1,138百万円、また３ヶ月を超える定期預金の新規預け

入れのために1,360百万円を支出したことなどで資金が減少したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、632百万円の資金の減少となりました。

これは主に、短期借入金が255百万円増加したことにより資金が増加したものの、長期借入金が315百万円減少し

たことや、配当金の支払い570百万円により資金が減少したことなどによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

① 生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は製造原価によっている。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は記載していない。

② 外注実績 

 当中間連結会計期間における外注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は記載していない。

③ 仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は仕入価格によっており、セグメント間取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は記載していない。

(2）受注実績 

 見込生産を主体としており、受注生産は僅少であります。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 

家具インテリア事業 6,335 

介護福祉用具事業 1,379 

その他事業 － 

合計 7,714 

事業の種類別セグメントの名称 外注高（百万円） 

家具インテリア事業 1,211 

介護福祉用具事業 357 

その他事業 － 

合計 1,568 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（百万円） 

家具インテリア事業 3,399 

介護福祉用具事業 2,737 

その他事業 1,340 

合計 7,476 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は記載していない。

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませんが、各事業の重点

課題は、次のとおりであります。 

（家具インテリア事業） 

 家具インテリア事業においては、近年、家具市場の縮小や価格競争の激化など厳しい経営環境が続く中で、原価

の低減と経費の削減により、継続的な収益の確保に努めてまいりましたが、本年８月以降は、売上高に回復の兆し

が見えてまいりましたので、今後は、売上高拡大に向けた施策を積極的に展開してまいります。 

 具体的な売上高拡大策といたしまして、次の施策を実施してまいります。 

 ひとつは、高額品の販売による顧客単価の引き上げ施策を展開してまいります。そのために、特徴のある高額品

を中心に、ＴＶコマーシャル放映や雑誌への広告掲載などを積極的に展開し、消費者の認知度を高めてまいりま

す。 

 次に、フランスベッド㈱は、現在、全国９ヶ所の常設展示場において、家具専門店では展示機会が少ない付加価

値の高い機能商品や高額品を、家具専門店との協力体制のもとで販売している実績を踏まえ、今後は既設を含め全

国20ヶ所の常設展示場の設置を目指してまいります。 

 また、平成18年４月からの介護保険制度の改正により、軽度要介護者への保険による福祉用具提供の抑制が図ら

れ、家庭用電動リクライニングベッドの購入需要の拡大が予測されることから、当該商品の開発と販売促進によ

り、売上高の拡大を図ってまいります。 

 一方、海外家具市場への進出による売上高の拡大も目指してまいります。具体的方策といたしましては、フラン

スベッド㈱と関わりの深い海外家具メーカーの販売代理店網を活用して、フランスベッド㈱で開発した特徴のある

商品を輸出販売するとともに、世界各地で開催される家具展示会に出展し、新たな販路の拡大を図ってまいりま

す。 

（介護福祉用具事業） 

 介護保険制度関連法案が平成17年度通常国会において平成17年６月に成立し、平成18年４月から施行されます。

この制度改正に伴い「予防重視型システムへの転換」が図られることによって、介護福祉用具事業においては、特

にフランスベッドメディカルサービス㈱の主力事業である福祉用具貸与事業を取り巻く環境は厳しさを増すことが

懸念されるところであります。 

 介護福祉用具事業においては、福祉用具貸与・販売事業やリフォーム事業の基盤の拡充に加え、長年の福祉用具

貸与事業で培った顧客基盤とレンタル事業のノウハウを生かした介護保険適用外の新事業の展開により、持続的な

成長の実現を経営方針としてまいりました。 

 この方針に基づき、既存事業の基盤の拡充策としては、福祉用具貸与事業における新商品の投入やサービスの質

の向上を図ってまいります。また、リフォーム事業については扱い部材の拡充、カタログの見直しによる介護保険

適用外の一般リフォームの取り込みの拡大を図ってまいります。 

 さらに、小児障害児用福祉機器のレンタル商品の充実及び医療機器レンタル事業の拡充の一環として末期がん患

者の在宅医療への対応の準備を進めております。 

 新事業としては、「予防重視型システムへの転換」への対応策として平成17年５月にデイサービスセンター「長

野健康・福祉プラザ」を開設し、介護予防に重点を置いたサービスの提供を特色とするデイサービス事業に参入い

たしました。当該事業は、平成17年11月開設の豊田市など、福祉用具貸与事業の主要拠点を中心に平成19年３月ま

でに全国10ヶ所のデイサービスセンターの展開を予定しております。 

 その他の新事業として、本年４月から開始の大阪市の紙おむつ給付事業をはじめとした紙おむつ宅配事業につい

てシステムの整備を進め、来年４月からの本格展開を計画しております。 

 また、高齢の親と働き盛りの子が同居できる「親子老人ふれあいマンション」（１階部分にデイサービスセンタ

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 

家具インテリア事業 17,493 

介護福祉用具事業 13,148 

その他事業 3,730 

合計 34,372 



ーを併設）を枚方市において平成18年春の完成に向け７月に着工し、入居者の予約募集をおこなっております。 

 グローバル化の対応については、我が国同様に高齢化が進展し介護保険制度の導入の準備が進められている韓国

における介護福祉用具事業の展開のために現地法人の設立を予定しております。 

（その他事業） 

 個別訪問販売事業につきましては、全国各地の店舗型訪問販売拠点を、それぞれの地域特性に合わせた店舗形態

に見直しを図ります。さらに、フランスベッド㈱が設ける常設展示場を活用した展示会を開催してまいります。ま

た、ホームページ上では、通信販売事業を展開し、販売強化を図ってまいります。一方、日用品雑貨販売事業につ

きましては、引き続き店舗のスクラップ・アンド・ビルドなどの収益改善対策をおこない、収益構造の改革に努め

てまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、「生産・販売する製商品を通じて人々の健康で快適な生活に貢献する」という企業理念のもと

に、健康、福祉及び環境をテーマに独自の技術力を結集して特許権の取得・活用をおこない、そして、より一層豊か

な生活の実現を追求しております。また、海外及び国内の「薬事法」規制に対応するためＩＳＯ１３４８５の認証取

得も目指しております。 

 当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は130百万円であり、これにはスリープ研究センターの人

間工学・医学面からの健康に資する寝具や睡眠についての総合研究等、事業のセグメントに配分できない基礎研究費

用19百万円が含まれております。 

 主な活動内容及び成果は次のとおりであります。 

（家具インテリア事業） 

 ベッド・寝装品部門につきましては、わが国社会の高齢化や多様化に対応すべく体圧分散性を追求し、高機能・

付加価値を付けた製商品及び近年広い年齢層に亘り蔓延しているアレルギー問題に対処すべくバイオ技術を活かし

た防虫・防菌・防臭等における衛生維持ならびに上質な眠りを追求した製商品の開発に取り組んでおります。 

 前者の製商品群は電動リクライニングベッドにハイ・ロー機構を付加した「エゼックスシリーズ」、スウィング

機構を具備した「スウィングソファ」、音楽同調振動子を組み込んだ「αサウンドソファ」等で社会の要求にマッ

チし、売上が伸長しております。 

 後者の製商品群は喘息防止を期した防ダニマットレス「ミクロクリーン」や睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ＝Ｓｌ

ｅｅｐ Ａｐｎｅａ Ｓｙｎｄｒｏｍｅ）の予兆でもある「いびき」に着目し、その軽減の為に録音機能を具備し

た枕「聞いてびっくり」で、ラジオコマーシャル効果もあり、注目を集めております。 

 健康機器部門につきましては、団塊世代等のリッチなシニア層の増加や、若年層を含めたストレスを抱えた人々

の増加に伴う心身疲労回復ニーズや健康志向の増大が需要を喚起しております。 

 この状況下、指圧療法、按摩療法及び温熱療法を組み合わせた独創的な全身マッサージ機を始めとして家具調デ

ザインの椅子式、ソファ型及び足裏マッサージ機の開発に取り組んでおります。更に、各種のプログラムコースを

織り込んだ高齢者向電位治療器等の開発にも取り組んでおります。 

 なお、当事業に係る研究開発費は60百万円であります。 

（介護福祉用具事業） 

 当事業につきましては保険給付の制限を伴う「介護保険制度の改正」が来年施行され、また、先取りするかたち

での運用による貸与制限から他社との競争が一層激化しております。 

 そこで、使用者や介護者にとってより便利で豊かな生活の提供ができる付加価値の高い製商品や小児用・リハビ

リ用等ターゲットを明確にした製商品の開発に取り組んでおります。 

 また、病院・介護施設等のニーズに対応した高性能・高品質の製商品・サービスの研究開発にも注力し、社会福

祉の向上に貢献してまいります。 

なお、当事業に係る研究開発費は50百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

① 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

② 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について、完了したものは次

のとおりであります。 

新設 

 フランスベッドメディカルサービス㈱（国内子会社）において、前連結会計年度末に計画しておりました長野

事業所の販売設備他の新設につきましては、平成17年５月に完了いたしました。 

(2）重要な設備の除却等  

 前連結会計年度末において重要な設備の除却等の計画はありません。また、新たに確定した重要な設備の除却等

の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 900,000,000 

計 900,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 239,487,500 239,487,500 
東京証券取引所 
大阪証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 239,487,500 239,487,500 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

 （百万円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 239,487 － 3,000 － 750 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか当社保有の自己株式10,023千株（4.18％）がある。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）含

まれている。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

池田 茂 東京都国立市東１丁目21－18 31,887 13.31 

渡部 恵美子 東京都府中市四谷１丁目54－18 16,528 6.90 

永井 美代子 東京都三鷹市井口１丁目３－６ 16,526 6.90 

早﨑 静子 東京都立川市若葉町２丁目26－８ 16,525 6.90 

池田 シノエ 東京都国分寺市内藤２丁目31－１ 11,325 4.72 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 8,985 3.75 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 7,058 2.94 

フランスベッドホールディングス
従業員持株会 

東京都新宿区百人町１丁目25－１ 5,318 2.22 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21－24 5,248 2.19 

有限会社しげる不動産 東京都新宿区百人町１丁目21－５ 4,100 1.71 

計 － 123,503 51.57 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 10,023,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 229,133,000 229,133 － 

単元未満株式 普通株式 331,500 － － 

発行済株式総数 239,487,500 － － 

総株主の議決権 － 229,133 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数の
合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
フランスベッドホール
ディングス株式会社 

東京都新宿区百人町
１丁目25番１号 

10,023,000 － 10,023,000 4.18 

計 － 10,023,000 － 10,023,000 4.18 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 291 271 283 284 269 282 

最低（円） 255 244 248 260 246 260 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、東陽監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金    14,671    14,263  

２ 受取手形及び売掛金    12,801    13,878  

３ 有価証券    2    2  

４ たな卸資産    9,884    10,108  

５ その他    2,528    2,838  

６ 貸倒引当金    △169    △187  

流動資産合計    39,718 60.9   40,903 61.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産  ※１         

(1）建物及び構築物  ※２ 4,072   3,552    

(2）土地  ※２ 6,218   6,239    

(3）その他   2,923 13,214  3,116 12,908  

２ 無形固定資産    536    518  

３ 投資その他の資産           

(1）前払年金費用   5,062   5,087    

(2）その他  ※２ 6,942   7,237    

(3）貸倒引当金   △208 11,796  △415 11,909  

固定資産合計    25,547 39.1   25,336 38.3

資産合計    65,266 100.0   66,239 100.0

          
 



    
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金    7,489    7,624  

２ ファクタリング未払金    2,183    2,920  

３ 短期借入金    4,765    4,510  

４ 一年内に返済すべき長期借入金 ※２  272    481  

５ 賞与引当金    1,560    1,480  

６ その他 ※４  4,580    4,517  

流動負債合計    20,852 32.0   21,534 32.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２  328    434  

２ 退職給付引当金    3,201    3,169  

３ 役員退職慰労引当金    378    625  

４ その他    332    338  

固定負債合計    4,240 6.5   4,567 6.9

負債合計    25,092 38.5   26,102 39.4

        

（少数株主持分）           

少数株主持分    － －   － －

        

（資本の部）           

Ⅰ 資本金    3,000 4.6   3,000 4.5

Ⅱ 資本剰余金    5,117 7.8   5,117 7.7

Ⅲ 利益剰余金    34,718 53.2   34,617 52.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金    285 0.4   348 0.5

Ⅴ 自己株式    △2,947 △4.5   △2,946 △4.4

資本合計    40,173 61.5   40,136 60.6

負債、少数株主持分及び資本合計    65,266 100.0   66,239 100.0

          



②【中間連結損益計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    34,372 100.0   35,167 100.0

Ⅱ 売上原価    18,784 54.7   19,152 54.5

売上総利益    15,587 45.3   16,015 45.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  13,832 40.2   13,908 39.6

営業利益    1,755 5.1   2,107 5.9

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   2   1    

２ 受取配当金   43   3    

３ 受取保険金   38   －    

４ 生命保険配当金   54   －    

５ その他   72 211 0.6 195 199 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   38   49    

２ 売上割引   38   40    

３ 支払手数料   21   －    

４ その他   34 132 0.4 92 182 0.5

経常利益    1,834 5.3   2,124 6.0

Ⅵ 特別利益           

１ 前期損益修正益 ※２ 59   34    

２ 固定資産売却益 ※３ 32   4    

３ 投資有価証券売却益    363   －    

４ 退職給付制度移行に伴う利益額   － 455 1.3 419 457 1.3

Ⅶ 特別損失           

１ 前期損益修正損 ※４ 7   6    

２ 固定資産売却損 ※５ 0   0    

３ 固定資産除却損 ※６ 15   41    

４ 減損損失 ※８ 834   －    

５ その他   3 861 2.5 101 149 0.4

税金等調整前中間（当期）純利益    1,427 4.1   2,432 6.9

法人税、住民税及び事業税 ※７ 977   △747    

法人税等調整額   △324 652 1.9 1,674 927 2.6

中間（当期）純利益    774 2.2   1,505 4.3

          



③【中間連結剰余金計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,117   4,940 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益   － － 176 176 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高   5,117   5,117 

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   34,617   33,724 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間（当期）純利益   774 774 1,505 1,505 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   573 576 

２ 役員賞与   100 674 35 612 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   34,718   34,617 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

１ 税金等調整前中間（当期）純利益 1,427 2,432 

２ 減価償却費 934 933 

３ 減損損失 834 － 

４ 有形固定資産売却益 △32 △4 

５ 有形固定資産売却損・除却損 11 29 

６ 投資有価証券売却益 △363 － 

７ 貸倒引当金の増減額 △225 33 

８ 賞与引当金の増減額 80 35 

９ 退職給付引当金・前払年金費用の増減額 56 △2,805 

10 役員退職慰労引当金の増減額 △246 △12 

11 受取利息及び受取配当金 △45 △4 

12 支払利息 38 49 

13 売上債権の増減額 1,076 △942 

14 たな卸資産の増減額 224 192 

15 仕入債務の増減額 △134 △132 

16 ファクタリング未払金の増減額 △736 1,258 

17 未払費用の増減額 △175 △203 

18 未払（未収）消費税等の増減額 70 △25 

19 役員賞与の支払額 △100 △35 

20 その他 491 563 

小計 3,184 1,362 

21 利息及び配当金の受取額 45 4 

22 利息の支払額 △40 △46 

23 法人税等の支払額 △453 △961 

24 その他 － 1 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,736 361 

 



  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

１ 定期預金の預入による支出 △1,360 － 

２ 有価証券の売却による収入 1 1 

３ 有形固定資産の取得による支出 △1,138 △1,339 

４ 有形固定資産の売却による収入 32 21 

５ 投資有価証券の取得による支出 △24 △0 

６ 投資有価証券の売却による収入 649 1 

７ 貸付けによる支出 △11 △19 

８ 貸付金の回収による収入 18 20 

９ その他 △20 △57 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,854 △1,371 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

１ 短期借入れによる収入 455 4,610 

２ 短期借入金の返済による支出 △200 △7,532 

３ 長期借入金の返済による支出 △315 △465 

４ 自己株式の売却による収入 － 2,293 

５ 自己株式の取得による支出 △1 △2,943 

６ 配当金の支払額 △570 △572 

７ その他 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △632 △4,610 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 248 △5,620 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 14,263 19,883 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 14,511 14,263 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

フランスベッド㈱ 

フランスベッドメディカルサービス㈱ 

フランスベッドファニチャー㈱ 

フランスベッド販売㈱ 

㈱エフビー友の会 

東京ベッド㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。 

なお、平成16年11月１日をもって、連結子会社であ

るフランスベッド・トレーディング株式会社は、同

社を存続会社として連結子会社であるフランスベッ

ド販売株式会社を吸収合併（フランスベッド販売株

式会社は消滅）し、存続会社は合併と同日にフラン

スベッド販売株式会社に商号変更いたしました。 

(2）非連結子会社名 

㈱アドセンター 

France bed International（Thailand）Co.,Ltd. 

(2）非連結子会社名 

㈱アドセンター 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社２社はいずれも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしており

ませんので連結の範囲から除外しております。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は小規模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりませんので連結の範囲から除

外しております。 

２ 持分法適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社名 

㈱アドセンター 

France bed International（Thailand）Co.,Ltd. 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社名 

㈱アドセンター 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社２社は、中間純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度は、全て平成16年４月１日から

平成17年３月31日までであります。 

連結財務諸表提出会社の当事業年度は、平成16年10月

１日から平成17年３月31日までであるため、連結子会

社については平成16年10月１日から平成17年３月31日

までの期間で仮決算をおこない作成した財務諸表を使

用しております。 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

ａ 商品、製品、仕掛品 

主として先入先出法による原価法 

③ たな卸資産 

ａ 商品、製品、仕掛品 

同左 

ｂ 原材料、貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

ｂ 原材料、貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く。）については定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

賃貸用資産      ３～10年 

建物及び構築物    ３～50年 

機械装置及び運搬具  ３～15年 

工具器具備品     ２～20年 

  

  

  

  

また、賃貸用資産のうち、取得価額が20万円未満

の少額賃貸資産については、一括償却資産として

３年間で均等償却しております。 

  

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

③ 長期前払費用 

均等償却しております。 

③ 長期前払費用 

同左 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の費用負担に備える

ため、支給見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生して

いると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）による定額法により

按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

なお、過去勤務債務は発生連結会計年度に一括処

理しております。 

また、数理計算上の差異については、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。 

ただし、未認識年金資産による数理計算上の差異

については、当連結会計年度から費用の減額とし

て処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく中間連結会計期間末要支給額を計上しており

ます。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債務

等については、振当処理を行っております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段 

デリバティブ取引（通貨オプション取引及び為

替予約取引） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段 

同左 

ｂ ヘッジ対象 

為替の変動リスクにさらされている外貨建金銭

債務（外貨建予定取引を含む。） 

ｂ ヘッジ対象 

同左 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ ヘッジ方針 

主に原材料及び商品の輸入取引に係る為替の変動

リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行

っております。 

デリバティブ取引を行うにあたっては、予定取引

額を限度とし、一定のヘッジ比率以上を維持する

よう管理しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ａ 事前テスト 

「市場リスク管理規程」及び「リスク管理要

領」に従ったものであることを検証します。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ａ 事前テスト 

同左 

ｂ 事後テスト 

外貨建取引における為替の変動リスクに対し

て、相場変動及びキャッシュ・フローの変動が

回避されたか否かを検証します。 

ｂ 事後テスト 

同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。 

なお、固定資産に係わる控除対象外消費税等は当

中間連結会計期間の負担すべき期間費用として処

理しております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。 

なお、固定資産に係わる控除対象外消費税等は当

連結会計年度の負担すべき期間費用として処理し

ております。 

 ②     ────────── 

  

② 決算日について 

連結財務諸表提出会社は、定款において、第１期

の営業年度を平成16年３月30日から平成16年９月

30日までとし、第２期の営業年度を平成16年10月

１日から平成17年３月31日までとしております。

従いまして、当連結会計年度の連結決算日は３月

31日となり、当連結会計年度の会計期間は、平成

16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月

であります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか

負わない取引日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  

同左 



会計処理の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

（不動産賃貸の収益及び費用の計上方法） 

従来、不動産賃貸に係わる収益及び対応する費用は、営

業外収益及び営業外費用に計上しておりましたが、今後

不動産賃貸収入の増加が見込まれ、定款の事業目的を変

更したことにより、当中間連結会計期間からそれぞれ売

上高及び売上原価として計上する方法に変更いたしまし

た。この結果、従来と比較して、売上高は107百万、売上

原価は30百万円、売上総利益及び営業利益は76百万円増

加しております。また、営業外収益「その他」は107百万

円、営業外費用「その他」は30百万円減少しております

が、経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える影響

はありません。さらに、建物及び構築物が143百万円、土

地が812百万円、その他が０百万円増加するとともに、投

資その他の資産「その他」が956百万円減少しておりま

す。 

なお、セグメントに与える影響については、当該箇所に

記載しております。 

────────── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。この結果、税金等調整前中間純利益が834百万

円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、土地の金額から直接

控除しております。 

────────── 

────────── （退職給付に係る未認識年金資産の処理） 

一部の連結子会社は、「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）

及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３

月16日）が、平成17年３月31日に終了する連結会計年度

に係る連結財務諸表から適用できることになったことに

伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。この結果、たな卸資産が３百万円減

少し、売上総利益は15百万円、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は107百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 



追加情報 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

────────── 

  

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度から連結財務諸表提出

会社は、「法人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が12百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、同額

減少しております。 

────────── 

  

（厚生年金基金の代行部分の返上及び新企業年金制度への

移行に伴う処理） 

連結財務諸表提出会社の子会社各社で設立している２基

金（フランスベッド厚生年金基金及びフランスベッドメ

ディカルサービス厚生年金基金）は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、平成17年３月１日付けで厚生労働大臣

から厚生年金の代行部分に係る過去分返上の認可及び確

定給付企業年金規約の認可を受け、フランスベッドグル

ープ確定給付企業年金制度（キャッシュバランスプラ

ン）を導入し、２基金の加算部分等を移行しておりま

す。それに伴い退職一時金制度もポイント制導入等の見

直しを行うとともに、一部の連結子会社は退職給付信託

を解約し、現金による返還を受けております。 

なお、この処理に伴う影響額につきましては、「退職給

付に関する注記」に記載しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

18,890百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

18,087百万円 

※２ 債務の担保に供している資産 ※２ 債務の担保に供している資産 

建物及び構築物 155百万円

土地 29 〃 

投資有価証券 177 〃 

計 362百万円

建物及び構築物 159百万円

土地 29 〃 

投資有価証券 139 〃 

計 328百万円

上記に対する債務 上記に対する債務 

長期借入金 70百万円

１年内に返済すべき長期借入金 28 〃 

非連結子会社の買掛金 13 〃 

長期借入金 84百万円

１年内に返済すべき長期借入金 28 〃 

非連結子会社の買掛金 12 〃 

３ 偶発債務 

下記の会社等の借入金他に対し債務保証（保証類似

行為を含む。）を行っております。 

France bed International (Thailand) Co.,Ltd． 

72百万円 

（26百万タイバーツ） 

従業員               118百万円 

３ 偶発債務 

従業員の銀行借入金等について債務保証を行ってお

ります。 

129百万円 

※４ 中間連結財務諸表提出会社は、グループ全体の効率

的な資金運用・調達を行うため、フランスベッドホ

ールディングスグループ・キャッシュ・マネジメン

ト・サービス（ＣＭＳ）を導入しております。これ

による預託資金（154百万円）が流動負債の「その

他」に含まれております。 

※４ 連結財務諸表提出会社は、グループ全体の効率的な

資金運用・調達を行うため、当連結会計年度からフ

ランスベッドホールディングスグループ・キャッシ

ュ・マネジメント・サービス（ＣＭＳ）を導入して

おります。これによる預託資金（145百万円）が流

動負債の「その他」に含まれております。 

５ 中間連結財務諸表提出会社は、グループ全体の効率

的な資金運用・調達を行うため、フランスベッドホ

ールディングスグループ・キャッシュ・マネジメン

ト・サービス（以下「ＣＭＳ」）を導入しておりま

す。 

中間連結財務諸表提出会社は、グループ会社６社と

ＣＭＳ運営委託基本契約書を締結し、ＣＭＳによる

貸出限度額を設定しております。これらの契約に基

づく当中間連結会計期間末の貸出未実行残高等は次

のとおりであります。（連結子会社分は含めず記載

しております。） 

５ 連結財務諸表提出会社は、グループ全体の効率的な

資金運用・調達を行うため、当連結会計年度からフ

ランスベッドホールディングスグループ・キャッシ

ュ・マネジメント・サービス（以下「ＣＭＳ」）を

導入しております。 

連結財務諸表提出会社は、グループ会社６社とＣＭ

Ｓ運営委託基本契約書を締結し、ＣＭＳによる貸出

限度額を設定しております。これらの契約に基づく

当連結会計年度末の貸出未実行残高等は次のとおり

であります。（連結子会社分は含めず記載しており

ます。） 

ＣＭＳによる貸出限度額の総額 300百万円

貸出実行残高 － 〃 

差引額 300百万円

ＣＭＳによる貸出限度額の総額 250百万円

貸出実行残高 － 〃 

差引額 250百万円

なお、上記ＣＭＳ運営委託基本契約において、資金

使途が限定されているものが含まれているため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありません。

なお、上記ＣＭＳ運営委託基本契約において、資金

使途が限定されているものが含まれているため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありません。

 



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

６ 中間連結財務諸表提出会社は、機動的かつ安定的な

資金調達による資金効率の向上と、有利子負債の圧

縮等による財務体質の強化を図ることを目的とし

て、取引銀行11行とシンジケート方式によるコミッ

トメントライン契約を締結しております。なお、当

中間連結会計期間末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

６ 連結財務諸表提出会社は、機動的かつ安定的な資金

調達による資金効率の向上と、有利子負債の圧縮等

による財務体質の強化を図ることを目的として、取

引銀行11行とシンジケート方式によるコミットメン

トライン契約を締結しております。なお、当連結会

計年度末における貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 － 〃 

差引額 5,000百万円

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 － 〃 

差引額 5,000百万円

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

運賃保管料 1,392百万円

貸倒引当金繰入額 7 〃 

従業員給与賞与 4,844 〃 

賞与引当金繰入額 1,216 〃 

退職給付費用 387 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 42 〃 

運賃保管料 1,470百万円

貸倒引当金繰入額 95 〃 

従業員給与賞与 5,784 〃 

賞与引当金繰入額 109 〃 

退職給付費用 480 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 54 〃 

※２ 前期損益修正益の内訳 ※２ 前期損益修正益の内訳 

貸倒引当金戻入額 17百万円

過年度賞与引当金繰入超過額 1 〃 

過年度賞与分未払法定福利費 
超過額 

11 〃 

その他 27 〃 

計 59百万円

貸倒引当金戻入額 16百万円

過年度賞与引当金繰入超過額 8 〃 

その他 9 〃 

計 34百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 32百万円

     

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 4 〃 

計 4百万円

※４ 前期損益修正損の内訳 ※４ 前期損益修正損の内訳 

事業税計上不足額 7百万円

その他 0 〃 

計 7百万円

損害賠償金 5百万円

その他 1 〃 

計 6百万円

※５ 固定資産売却損の内訳 ※５ 固定資産売却損の内訳 

工具器具備品 0百万円 工具器具備品 0百万円

※６ 固定資産除却損の内訳 ※６ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 5 〃 

工具器具備品 7 〃 

計 15百万円

建物及び構築物 17百万円

機械装置及び運搬具 16 〃 

工具器具備品 8 〃 

計 41百万円

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

※７      ────────── ※７ 「法人税、住民税及び事業税」について 

  平成17年３月31日を決算日とする１年決算連結子会

社については、同決算日までの１年間に負担すべき

税額から前連結会計年度に計上した６ヶ月分の税額

を控除した額を計算基礎としておりますが、当連結

会計年度に同連結子会社において多額の課税所得上

の減算項目が認識されたため、マイナスの税額表示

となっております。 

※８ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

※８      ────────── 

  

(単位：百万円)

地域 用途 種類 減損損失 

北日本 遊休資産６件 土地 348

東日本 
遊休資産７件 

土地 274
賃貸資産１件 

西日本 
（沖縄を
含む) 

遊休資産３件 土地 211

合計 834

 

当社グループは、事業の種類別セグメントを基準と

して資産のグルーピングを行っておりますが、遊休

資産及び賃貸資産については独立したキャッシュ・

フローを生み出す単位としてそれぞれグルーピング

しております。 

上記のとおり、当中間連結会計期間において計上し

た減損損失は、遊休資産及び賃貸資産に係るもので

あります。 

遊休資産については、遊休状態にあり将来の使用が

見込まれていないため、賃貸資産については、収益

性低下等により投資額の回収が困難と見込まれるた

め、それぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（834百万円）として特別損

失に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、不動産鑑定評価額または固定資産税評価額に

基づき評価しております。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 14,671百万円

有価証券勘定 2 〃 

計 14,673百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△160 〃 

償還期間が３ヶ月を超える債券 
及び公社債投資信託等 

△2 〃 

現金及び現金同等物 14,511百万円

現金及び預金勘定 14,263百万円

有価証券勘定 2 〃 

計 14,265百万円

償還期間が３ヶ月を超える債券 
及び公社債投資信託等 

△2 〃 

現金及び現金同等物 14,263百万円



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間
期末残高
相当額 

(百万円)

賃貸用資産 3,155 1,850 1,304

機械装置及び
運搬具 

41 15 25

工具器具備品 562 349 212

ソフトウエア 194 142 51

合計 3,952 2,358 1,594

  

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

賃貸用資産 4,180 2,720 1,460

機械装置及び 
運搬具 

22 11 10

工具器具備品 319 181 138

ソフトウエア 146 116 30

合計 4,668 3,029 1,639

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 969百万円

１年超 678 〃  

合計 1,647百万円

１年以内 1,028百万円

１年超 669 〃 

合計 1,697百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 683百万円

減価償却費相当額 658 〃  

支払利息相当額 16 〃  

支払リース料 709百万円

減価償却費相当額 686 〃 

支払利息相当額 16 〃 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 1百万円

１年超 0 〃 

合計 1百万円

１年以内 1百万円

１年超 0 〃 

合計 1百万円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間末における時価が期首取得原価に比べ30％

以上下落したときは、当中間連結会計期間中の時価の推移を勘案し、回復可能性があると認められる場合を除

き減損処理を行っている。なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるもののうち、減

損処理の対象となる銘柄はない。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 770 1,230 460 

(2）債券       

国債・地方債等 21 24 2 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 330 349 19 

合計 1,122 1,604 482 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

社債 4 

(2）その他有価証券   

非上場株式 104 

合計 108 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度末における時価が期首取得原価に比べ30％以上

下落したときは、当連結会計年度中の時価の推移を勘案し、回復可能性があると認められる場合を除き減損処

理を行っている。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理の対象

となる銘柄はない。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 ヘッジ会計を適用しているため、開示対象となるデリバティブ取引はありません。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

 ヘッジ会計を適用しているため、開示対象となるデリバティブ取引はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,054 1,643 589 

(2）債券       

国債・地方債等 21 24 2 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 330 327 △2 

合計 1,406 1,995 588 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

社債 5 

(2）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く。） 105 

合計 110 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 事業の種類の区分方法 

事業は製商品の種類、性質、販売市場及び販売形態の類似性を考慮して区分している。 

２ 各区分の主な製商品及び事業の内容 

(1）家具インテリア事業……ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕入及び卸売 

(2）介護福祉用具事業………療養ベッド・福祉用具・リネン等の製造・仕入、レンタル・小売及び卸売 

(3）その他事業………………装身具・日用品雑貨・健康機器等の仕入及び小売、不動産の賃貸 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（445百万円）の主なものは、中間連結財

務諸表提出会社の総務部門等管理部門に係る費用である。 

４ 「会計処理の変更」に記載のとおり、不動産賃貸の収益及び費用の計上方法を営業外収益及び営業外費用に

計上する方法から、売上高及び売上原価として計上する方法に変更している。なお、不動産賃貸事業につい

ては「その他事業」に含めて表示している。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「その他事業」について売上高は159百万円、営業

利益は100百万円多く計上されている。 

  
家具インテ
リア事業 
（百万円） 

介護福祉 
用具事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 17,493 13,148 3,730 34,372 － 34,372 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

297 6 51 356 (356) － 

計 17,791 13,155 3,781 34,728 (356) 34,372 

営業費用 17,758 11,769 3,542 33,070 (453) 32,617 

営業利益 32 1,385 239 1,658 97 1,755 



前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業の種類の区分方法 

事業は製商品の種類、性質、販売市場及び販売形態の類似性を考慮して区分している。 

２ 各区分の主な製商品及び事業の内容 

(1）家具インテリア事業……ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕入及び卸売 

(2）介護福祉用具事業………療養ベッド・福祉用具・リネン等の製造・仕入、レンタル・小売及び卸売 

(3）その他事業………………装身具・日用品雑貨・健康機器等の仕入及び小売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（387百万円）の主なものは、連結財務諸

表提出会社の総務部門等管理部門に係る費用である。 

４ 「会計処理の変更」に記載のとおり、退職給付に係る未認識年金資産の処理方法を変更している。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「家具インテリア事業」について営業利益が47百万円、「介

護福祉用具事業」について営業利益が52百万円、「その他事業」について営業利益が８百万円増加してい

る。また、「家具インテリア事業」の資産が３百万円少なく計上されている。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

 在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  
家具インテ
リア事業 
（百万円） 

介護福祉 
用具事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 18,309 13,242 3,616 35,167 － 35,167 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

289 19 0 309 (309) － 

計 18,599 13,261 3,616 35,477 (309) 35,167 

営業費用 18,275 11,707 3,522 33,505 (445) 33,060 

営業利益 323 1,554 93 1,971 135 2,107 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定基礎は以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 175.07円

１株当たり中間純利益金額 3.37円

１株当たり純資産額 174.47円

１株当たり当期純利益金額 6.05円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 774 1,505 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 100 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） － (100) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 774 1,404 

普通株式の期中平均株式数（千株） 229,467 231,971 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   11,495   10,099    

２ 関係会社短期貸付金 ※４ 4,400   4,808    

３ その他   178   212    

流動資産合計    16,073 26.7   15,120 26.0

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１ 6   7    

２ 無形固定資産   2   2    

３ 投資その他の資産           

(1）関係会社株式   42,968   42,943    

(2）その他   1,218   14    

計   44,187   42,958    

固定資産合計    44,195 73.3   42,968 74.0

資産合計    60,269 100.0   58,088 100.0

        
 



    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金   4,765   4,310    

２ 関係会社預り金 ※３ 13,870   12,240    

３ 賞与引当金   35   28    

４ その他 ※６ 136   150    

流動負債合計    18,806 31.2   16,729 28.8

Ⅱ 固定負債           

１ 役員退職慰労引当金   40   34    

固定負債合計    40 0.1   34 0.1

負債合計    18,847 31.3   16,763 28.9

        

（資本の部）           

Ⅰ 資本金    3,000 5.0   3,000 5.2

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   750   750    

２ その他資本剰余金           

(1）資本準備金減少差益   38,892   38,892    

資本剰余金合計    39,642 65.8   39,642 68.2

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間（当期）未処分利益   1,726   1,628    

利益剰余金合計    1,726 2.8   1,628 2.8

Ⅳ 自己株式    △2,947 △4.9   △2,946 △5.1

資本合計    41,421 68.7   41,325 71.1

負債及び資本合計    60,269 100.0   58,088 100.0

        



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益           

１ 受取配当金   718   878    

２ 経営指導料   400   385    

３ 業務代行料   87 1,206 100.0 75 1,338 100.0

Ⅱ 一般管理費    474 39.3   449 33.6

営業利益    732 60.7   889 66.4

Ⅲ 営業外収益 ※１  53 4.5   30 2.3

Ⅳ 営業外費用 ※２  52 4.4   28 2.2

経常利益    734 60.8   891 66.5

Ⅴ 特別利益    0 0.0   4 0.4

Ⅵ 特別損失    0 0.1   0 0.0

税引前中間（当期）純利益    733 60.7   895 66.9

法人税、住民税及び事業税   33   39    

法人税等調整額   △5 28 2.3 △10 28 2.1

中間（当期）純利益    705 58.4   867 64.8

前期繰越利益    1,021    761  

中間（当期）未処分利益    1,726    1,628  

                



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、耐用年数は以下のとおりであります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

車両及び運搬具 ６年   

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）     ―――――――――― (3）長期前払費用 

均等償却しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の費用負担に備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）賞与引当金 

同左 

(2）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を計上しております。 

(2）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く事業年度末要支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採

用しております。 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(2）     ―――――――――― 

  

  

(2）決算日について 

当社は、定款において、第１期の営業年度を平成16

年３月30日から平成16年９月30日までとし、第２期

の営業年度を平成16年10月１日から平成17年３月31

日までとしております。従いまして、事業年度の決

算日は３月31日となり、当事業年度の会計期間は、

平成16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ

月であります。 



会計処理の変更 

追加情報 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

―――――――――― 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――――――― 

  

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から当社は、「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、一般管理費に計上して

おります。 

この結果、一般管理費が12百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、同額減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0百万円 

 ２ 偶発債務 

下記の会社の借入金他に対し債務保証（保証類似行

為を含む。）を行っております。 

France bed International (Thailand) Co.,Ltd． 

72百万円 

（26百万タイバーツ） 

 ２      ―――――――――― 

 

※３ 当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を

行うため、フランスベッドホールディングスグルー

プ・キャッシュ・マネジメント・サービス（ＣＭ

Ｓ）を導入しております。「関係会社預り金」は、

これによる預託資金であります。 

※３ 当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を

行うため、当事業年度からフランスベッドホールデ

ィングスグループ・キャッシュ・マネジメント・サ

ービス（ＣＭＳ）を導入しております。「関係会社

預り金」は、これによる預託資金であります。 

※４ 当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を

行うため、フランスベッドホールディングスグルー

プ・キャッシュ・マネジメント・サービス（以下

「ＣＭＳ」）を導入しております。 

当社は、グループ会社６社とＣＭＳ運営委託基本契

約書を締結し、ＣＭＳによる貸出限度額を設定して

おります。これらの契約に基づく当中間会計期間末

の貸出未実行残高等は次のとおりであります。 

※４ 当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を

行うため、当事業年度からフランスベッドホールデ

ィングスグループ・キャッシュ・マネジメント・サ

ービス（以下「ＣＭＳ」）を導入しております。 

当社は、グループ会社６社とＣＭＳ運営委託基本契

約書を締結し、ＣＭＳによる貸出限度額を設定して

おります。これらの契約に基づく当事業年度末の貸

出未実行残高等は次のとおりであります。 

ＣＭＳによる貸出限度額の総額 17,100百万円

貸出実行残高 4,400 〃 

差引額 12,700百万円

ＣＭＳによる貸出限度額の総額 17,050百万円

貸出実行残高 4,808 〃 

差引額 12,242百万円

なお、上記ＣＭＳ運営委託基本契約において、資金

使途が限定されているものが含まれているため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありません。

なお、上記ＣＭＳ運営委託基本契約において、資金

使途が限定されているものが含まれているため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありません。

５ 当社は、機動的かつ安定的な資金調達による資金効

率の向上と、有利子負債の圧縮等による財務体質の

強化を図ることを目的として、取引銀行11行とシン

ジケート方式によるコミットメントライン契約を締

結しております。なお、当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

５ 当社は、機動的かつ安定的な資金調達による資金効

率の向上と、有利子負債の圧縮等による財務体質の

強化を図ることを目的として、取引銀行11行とシン

ジケート方式によるコミットメントライン契約を締

結しております。なお、当事業年度末における貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 － 〃 

差引額 5,000百万円

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 － 〃 

差引額 5,000百万円

※６ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて表示しております。 

※６      ―――――――――― 

  

  



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 31百万円 受取利息 19百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 31百万円 支払利息 14百万円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産 0百万円

無形固定資産 0百万円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 開示の対象となる重要なリース取引はありません。 

（借主側）   

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

  

  

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間
期末残高
相当額 

(百万円)

車両及び運搬具 4 0 4

  

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

  

１年以内 0百万円

１年超 3 〃 

合計 4百万円

  

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0 〃 

支払利息相当額 0 〃 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

  

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

  



（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成17年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額            573百万円 

② １株当たりの金額                 ２円50銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払い開始日   平成17年12月９日 

 （注） 平成17年９月30日現在の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載または記録された株主

または登録質権者に、中間配当金を支払う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第２期） 

自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月23日 

関東財務局長に提出。 

(2）自己株券買付状況 

報告書 

    平成17年４月５日 

平成17年５月10日 

平成17年６月２日 

平成17年７月４日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月21日

フランスベッドホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 酒  井  宏  暢  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神  保  正  人  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフラン

スベッドホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、フランスベッドホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「会計処理の変更」に記載されているとおり、不動産賃貸に係わる収益及び対応する費用について、従来、営業外

収益及び営業外費用に計上していたが、当中間連結会計期間からそれぞれ売上高及び売上原価として計上する方法

に変更した。 

２．「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準が適

用されることになったため、同会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月21日

フランスベッドホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 酒  井  宏  暢  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神  保  正  人  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフラン

スベッドホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第３期事業年度の中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、フランスベッドホールディングス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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